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１ 研究の背景（目的）・主題設定の理由等 

近年、教育課題の多様化・複雑化が進み、個々の

教員の知識や経験だけでは対応することが困難な

状況が生じてきている。そのような中で、教職員の

連携・協働による学校づくりの推進がこれまで以上

に求められている。（中央教育審議会答申、2015） 

しかし、既存の分掌組織では、多様化・複雑化す

る課題に対する即時的、組織的に対応できないこと

がある。そのため、各学校では、急な対応を要する

教育課題については、プロジェクトチーム（以下、

「PT」）を組織して取組を進めることで、学校改善を

図っている。 

このような教育課題の一つに、GIGAスクール構想

に基づく ICT 活用の推進が挙げられる。（中央教育

審議会答申、2021）多くの学校で ICT活用を推進す

るためのPTが組織されたが、ICT活用の実態は学校

によって様々であり、各学校においては、PTによる

方策をいかに学校全体に浸透させ、組織的に取組を

推進していくかが課題となっている。 

そこで、本研究では、ICT活用を例に、PTを中心

に組織的に取組を推進している学校を対象とし、そ

の内容や教職員への関わり方を調査・分析すること

を通して、プロジェクトを組織に浸透させるための

具体的な行動や、それらがどのような組織の変容に

つながったのかを明らかにし、学校改善に向けたPT

の在り方について考察することを目的とする。 

 

２ 研究の方法 

(1) 理論研究 

   学校改善に向けたプロジェクト型組織、その中

核を担うPTの定義や特徴について整理する。 

 (2) 都内公立小学校における実態調査 

   ICT活用に関する教職員の実態やPTが抱えてい

る課題について把握する。 

(3) 調査研究 

   複数の学校の実践について半構造化インタビュ

ーを行い、PTと管理職との関わりや他の教職員へ 

 

の働きかけについて調査する。その調査内容を整

理・分析することを通して、学校改善に向けたPT

の在り方について考察していく。 

 

３ 研究の結果 

(1) 理論研究 

ア 内発的改善力を高めるプロジェクト型組織 

学校改善について、篠原(2012)は、外発的な

学校改善と学校本体による内発的な学校改善

が複合的に存在するとしている。佐古(2006)は、

内発的学校改善の方が、学校改善に有効に機能

するとし、その学校組織モデルとして「プロジ

ェクト型」を提唱している。 

イ PTの定義と期待される効果 

PT は目的実現のために効率が重視される組

織であり（中村、1982）、教育課題に臨機応変に

応えること(葉養、2007)やコミュニケーション

行動を通して参画意識や協働意欲が高まる(高

階、2007)といった効果が期待される。以上の内

容から、本研究ではPTを「教育課題に応じて臨

時的に構成され、教職員の参画意識や協働意欲

を高めながら組織的に目標の達成を目指す組

織」と定義する。 

ウ PTの取組を支える管理職 

    組織変革の視点(コッター、2012)から見ると、

管理職の存在が重要な意味をもつことが分か

った。このことから、PTの独断ではなく、意思

決定やその他の場面で管理職がどのように関

わるかということが、組織的な取組を推進する

ために重要であると考える。 

(2) 本研究における仮説の設定 

   理論研究を通して、「PT が管理職や教職員との

コミュニケーションを図りながら取組を進めて

いくことで、組織的な課題の解決を図ることがで

きるであろう」という仮説を設定した。 

(3) 都内公立小学校における実態調査 

PTは多様な業務を担っており、その負担軽減や
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取組を組織全体に広めていくために、他の教職員

と効果的な連携を図っていくことが課題である。 

(4) 調査研究 

   PTの在り方を、「管理職」、「PTリーダー」、「取

組の成果・課題」の視点で明らかにすることとし、

調査協力校７校を対象に半構造化インタビュー

を行った。その内容は以下のとおりである。（図１） 

 

 

 

 

 

インタビュー調査の結果については、学校ごと

に以下の図２及び表１に整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 調査内容の分析 

分析により次の三点が明らかになった。第一に、

管理職と PT の関わりである。学校経営ビジョン

に基づくPTの取組は、助言や情報提供、教職員全

体への働きかけといった管理職のマネジメント

によって支えられ、推進されている実態が明らか

になった。第二に、PT内並びに他の教職員との連

携と、情報共有のための手だてである。PT内、他

の分掌組織、管理職、他の教職員と幅広く連携を

図ることにより、限られた時間の中でより効果的

にプロジェクトを組織に浸透させることにつな

がっていた。また、アプリ等を活用した、いつで

も誰もが情報を保管・閲覧・活用できるシステム

の構築、活用法や利便性の伝達、実践事例を共有

や認め合う働きかけなど、情報共有を通して参画

意識や協働意欲を高めていることが明らかにな

った。第三に、短期間での取組の成果と課題であ

る。PTを中心とした取組を通して、多くの学校に

おいて、短期間で教員個々の活用能力や活用に向

けた意欲の高まりを実感する一方で、教員同士の

さらなる協働を課題と捉えていることが明らか

になった。 

 

４  研究の考察 

 調査の結果を踏まえて、教育課題の解決に向けた

取組を組織的に推進していくための PT の在り方に

ついては、三つのポイントがあると考えた。第一に、

学校経営ビジョンに基づく取組の提案や日常的な

意思疎通といった管理職とのつながりである。第二

に、教職員の意欲を喚起する場づくりやシステムづ

くりといった方策の提案である。第三に、一つ一つ

の方策を効果的に機能させるための他分掌との連

携や個々の教員への働きかけである。 

これらのポイントは、取組を組織的に推進してい

くための促進要因であるとともに、教職員全体の参

画意識や協働意欲を高めていくものである。つまり、

PTの取組は、課題の解決だけでなく、組織づくりに

もつながっているのではないかと考えた。 

本研究では、学校改善に向けた PT の在り方につ

いての要素を見いだすことができた。しかし、調査

の対象はICT推進という一事例のみにとどまってい

る。今後は本研究を起点に、ICT推進以外のPTを中

心とした多様な取組についても調査・分析を行い、

学校改善につながる PT の在り方についてさらに追

究していきたい。また、PTが目指すゴールは、取組

が持続可能なものとして組織に浸透することであ

るため、その過程についても明らかにしたい。 

 

５ 今後の展望 

学校では、今後も教育課題に対応するため、様々

なPTが立ち上がるだろう。本研究の成果を活用し、

例えば、中堅教諭等資質向上研修などにおいて、PT

の中心的役割を担うミドルリーダーに対して、学校

改善に向けた PT の在り方について周知することを

通して、学校改善の手掛かりを提供していくことが

できると考える。 

表１ PTの取組や連携の実態 

図１ インタビュー調査の内容 

図２ PTの構成 


